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行政経営部行政改革課



はじめに 

 

行政改革とは，「何か特別なことをする」というものではありません。全ての職場で，一

人ひとりの職員が「市民のために何かできることはないか」，「もっと，よりよいサービス

が生み出せないか」ということを常に考え，現在の制度や仕組み，仕事の進め方を見直し

ていくことです。 

宇都宮市では，これまでも，市民の皆さまの理解と協力を得ながら，行政改革の取組を

積極的かつ継続的に進めてきました。 

しかし，宇都宮市では今，近い将来に見込まれる人口減少社会の到来や，少子・高齢化

の進行に伴い，地域活力の低下が懸念されるとともに，世界同時不況の影響に伴い，市税

収入が大幅に減少するなど，厳しい社会経済環境におかれています。 

このような環境変化へ的確かつ柔軟に対応し，都市間競争に勝ち抜くことができるかど

うか，まさに今，宇都宮市の底力が問われています。 

そこで，現下の厳しい社会経済環境を克服するための改革として，どのような取組を進

めるべきか，市としての道筋を明らかにするため，ここに「第４次宇都宮市行政改革大綱」

を策定しました。 

この大綱では，市政の主役は市民であるということを基本として，これまで培ってきた

地域のまちづくりを進める基礎を生かし，地域にふさわしいまちづくりが効果的に実現で

きるよう，社会を構成する多様な担い手の主体的な活動を積極的に支援するとともに，行

政内部の改革としては，必要性や効率性などの視点から，事業を原点から見直すことに重

点を置いた取組を進めることにしました。 

今後，この大綱に基づき，宇都宮市の輝かしい将来に向けた改革を，不断に，そして積

極的に進めていきます。 
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第１ 現状と課題 

１ これまでの行政改革の取組と成果 

宇都宮市では，より少ない経費で最大の効果を上げる行政サービスを提供していくた

め，これまで，計３次にわたる行政改革の取組を進めてきました。 

第１次行政改革（平成７年度から１０年度までの４年間）では，「行政のスリム化（量

の縮減）」を最優先の課題とした取組を進めるとともに，第２次行政改革（平成１１年度

から１４年度までの４年間）では，「市民と行政の新たな関係づくり」と「行政の自己改

革」を大きな柱とする取組を進めてきました。 

さらに，第３次となる行政改革（平成１５年度から）では，自らの判断と責任で，自

律的に行動する「経営」という発想・考え方を新たに取り入れ，市民と行政とが対等の

関係で課題の解決を目指す「市民協働」と，行政サービスの質の向上を目指す「成果重

視」という２つの視点から，市政全般の改革に取り組みました。 

その結果，第３次行政改革の期間では，「市民協働」の取組の成果として，本市にふさ

わしい自治を進めるため，「自治基本条例 １」を制定するなど，市民と行政が共にまちづ

くりについて考え，共に活動する仕組みや制度を整え，本市の自治をさらに充実するた

めの基礎を構築しました。 

「成果重視」の取組の成果としては，積極的な外部委託 ２の推進による経費削減や，

未利用地の売却などの収入増

加策により，これまでの合計で

約３８５億円の経費を削減す

るとともに，約１６億円の収入

増加を得ることができました。 

【図表１参照】 

                                                  
１行政活動への市民参加や住民自治についての基本的事項を規定した条例で，「自治体の憲法」ともいわれるもの 
２市が行政責任を果たす上で必要となる監督権などを留保しつつ，その事務の執行に外部資源（人材，財源，知識・技術力）を活用すること 
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【図表１】第３次行政改革の期間中の経費削減効果（累計）



 

2 

また，業務の削減・効率化を積

極的に進めたことにより，４５９

人の職員数を削減することができ

ました。【図表２参照】 

そして，宇都宮市では，これら

行政改革を進めることで得られた

成果を，こども医療費助成や特定

不妊治療費助成の拡充など，各種

市民サービスの充実へと積極的に

活用し，市民満足の向上に努めてまいりました。 

 

以上のように，宇都宮市ではこれまで，経費削減や職員数の削減を進めるなど，効果

的・効率的な行政経営の実現に向けて一定の成果をあげてきましたが，これらの成果を

踏まえながら，行政改革の更なる推進に向け，引き続き，以下の課題に取り組む必要が

あります。 

 

（第３次行政改革の成果を踏まえ，引き続き，本市が取り組むべき課題） 

 

【「行政経営指針」（第３次行政改革大綱）における「６つの改革」ごとの整理】 

・ 市民との信頼関係を深めるための，市行政情報の積極的な公表 

・ 市民の力の発揮に向けた，宇都宮市の自治 ３の仕組みを生かした協働の更なる実践 

・ 身近な地域課題の解決に向けた，市内全域における住民自治意識 ４の高揚と市民主

体のまちづくり活動への支援 

・ 市民ニーズを的確にとらえた取組を積極的に展開するための，効率的な行政経営の

継続 

・ 高度化・多様化する行政課題に迅速に対応するための，効率的な組織体制の整備 

・ 効率的な行政経営を進めるための，職員の職務意欲と資質の更なる向上 

 

                                                  
３自ら治めること。自らが，自らの問題を処理し，その責任を負うこと 
４地方の政治・行政は，地域の住民の自主的な意思と責任に基づいて行われるべきとする考え方 

 

【図表２】第３次行政改革の期間中の職員数の推移
（宇都宮市，旧上河内町，河内町合算） 
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２ 宇都宮市を取り巻く社会経済環境の変化 

宇都宮市を取り巻く社会経済環境は，人口減少時代の到来や急激な景気後退，また，

分権型社会の進展など，大きく変化しています。 

 

（１）人口減少社会の到来，少子・高齢化の一層の進行 

宇都宮市では，平成２７年度以降に予測される人口減少社会の到来や，少子・高齢

化の一層の進行に伴い【図表３，４参照】，生産年齢人口が減少し，市税の減収が懸念

されるとともに，医療や介護などの社会保障関係経費 ５が増大すると見込まれていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
５市民が安心して生活していくために必要な「医療」，「年金」，「福祉」，「介護」，「生活保護」などのサービスの提供に係る経費 
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【図表３】宇都宮市における総人口の推移 

（出典）第５次宇都宮市総合計画

【図表４】宇都宮市における年齢構造別人口及び構成比 

（出典）第５次宇都宮市総合計画 

平成17年 平成19年 平成22年 平成27年 平成32年 平成34年
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（２）世界同時不況の影響に伴う急激な景気後退 

世界同時不況に伴う，景気後退の影響を受けた非常に厳しい経済状況の中で，多く

の地方自治体において，財政状況は厳しさを増しています。 

宇都宮市でも，市内経済は不透明感を増しており，これまでの想定をはるかに超え

る市税収入の大幅な減収や，景気後退を反映した生活保護費などの社会保障関係経費

の増加，また，現時点では急速な景気回復も見込めないなど，が見込まれるなど，今

後，非常に厳しい財政状況に陥ることが懸念されています。 

 

（３）分権型社会の進展 

地方分権改革推進法 ６に基づき，国と地方自治体の役割分担を明確にし，地方自治

体が自らの判断と責任において行政経営を進めることを目指す第二期地方分権改革の

論議が進められています。 

また，地方分権改革が進展し，地域の特色を生かしたまちづくりが期待される中，

市民活動が活発になるなど，公共的な課題の解決に向けて，市民自らが担う役割が拡

大するという認識が広がるとともに，自らが暮らす地域のために活動する人々や団体

が増加しています。 

 

３ 宇都宮市の行政経営の現状と課題 

宇都宮市では，「第５次総合計画 ７」や「自治基本条例 ８」の策定・制定，「集中改革

プラン ９」の着実な実行など，宇都宮市が持続的に発展するための様々な取組を継続的

に展開してきました。 

 

（１）第５次総合計画の策定 

第５次総合計画（平成２０年３月策定）に掲げた「みんなが幸せに暮らせるまち」，

「みんなに選ばれるまち」，「持続的に発展できるまち」という「３つのまち」を実現

                                                  
６国民がゆとりと豊かさを実感し，安心して暮らすことのできる社会の実現を目指し，地方分権改革を総合的かつ計画的に推進するため，平成１８

年１２月に成立した法律。具体的には，地方分権改革の推進について，その基本理念や，国と地方それぞれの責務，施策の基本的な事項を定め，

必要な体制を整備するもの 
７市政運営を進める上での基本となる総合的な計画であり，「まちづくりの設計図」の役割を果たすもの 
８行政活動への市民参加や住民自治についての基本的事項を規定した条例で，「自治体の憲法」ともいわれるもの 
９総務省の「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について（平成１７年３月２９日）」に基づいて各自治体が策定した

計画で，「民間委託の推進」や「職員数の適正化」など，簡素で効率的な行財政運営に向けた具体的な取組を集中的に実施するための計画書と

なるもの。平成１７年度を起点とし，平成２１年度までの５年間の具体的な取組を集中的に実施することが求められている。 
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するための，宇都宮市の将来を見据えた戦略的な施策に取り組むためには，今後，都

市としての競争力や経営力を磨きながら，将来に向けた経営基盤を更に強固なものに

することが求められています。 

 

（２）自治基本条例の制定,地区行政の推進に係る大綱・市民協働推進指針の策定 

宇都宮市では，自治の理念を明らかにし，宇都宮市にふさわしい自治の実現を目指

すための「自治基本条例」（平成２１年４月）や，市域内における今後の地区行政のサ

ービス機能や地域まちづくりの方向性・枠組みを示す「地区行政の推進に係る大綱」

（平成１６年１１月），また，市民と行政が共にまちづくりを行っていく上での基本的

な考え方を示す「市民協働推進指針」（平成１６年１１月）を制定・策定しました。 

これらに基づいて，これまでに形成されてきた，宇都宮市における市民参加・協働

の実現に向けた自治の仕組みの基礎を，今後はより確固たるものとし，官民一体とな

ったまちづくりを進めることが求められています。 

 

（３）集中改革プランの計画期間の終了等 

宇都宮市では，「第３次行政改革のみちしるべ」として，平成１４年度に策定した「行

政経営指針」や，この指針を踏まえた具体的な取組内容等を明らかにし，着実に実行

するため，平成１５年度に策定した「行政経営指針行動計画」に基づき，行政の役割・

あり方や行政サービスの提供方法など，行政全体を抜本的に見直してきました。 

また，平成１５年度に策定した「外部委託（アウトソーシング）の推進に係る指針」

や平成１６年度に策定した「組織整備・定員適正化に関する方針」（平成１７年度～２

１年度）に基づき，民間委託の推進や職員数の適正化に積極的に取り組んできました。 

そして，平成１７年度には，「行政経営指針行動計画」の一部として，「集中改革プ

ラン」（平成１７年度～２１年度）を策定し，このプランに基づく行財政改革の取組を

集中的に進めてきました。 

これら「集中改革プラン」等の計画期間が終了する今，その成果も踏まえながら，

改革継続の観点から，引き続き，効果的・効率的な行財政運営を確保しなければなり

ません。 
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４ 新たな行政改革大綱策定の必要性 

今後，宇都宮市において到来することが予想される人口減少社会や，世界同時不況の

影響により不透明感を増す市内経済状況など，宇都宮市は今，これまでに経験したこと

のない厳しい社会経済環境に置かれています。 

しかし，このような中においても，市民に一番身近な基礎自治体として，宇都宮市は

市民生活の安定を最優先に考えた行政サービスを継続的，効率的に展開しなければなり

ません。 

そのためには，官民の創意工夫を生かした，地域の実情を踏まえたまちづくり活動が

継続的に展開されるよう，その担い手として活躍の場を広げる市民が，行政と協働し，

今まで以上に，より主体的に活動することが重要になります。また，行政も，市民ニー

ズを的確にとらえながら，優先的・重点的に提供すべき行政サービスを選りすぐり，持

ちうる行政資源を集中的に投入することが求められます。 

これらのことから，これまで培ってきた地域のまちづくりを進める基礎を生かし，市

民と行政が，魅力あふれる宇都宮市を「共に創る」ことを目指すとともに，「選択と集中」

の考えで，行政サービスを原点から見直すなど，新たな視点を加えた，更なる改革に着

手しなければなりません。 

このことを踏まえ，取り巻く環境が厳しいこの現状こそ，宇都宮市の明るい将来に向

けた持続可能な行財政構造への転換を図る好機ととらえ，改めて，今後の行政改革の道

筋を明確に示し，更なる改革を進めていくため，ここに「第４次宇都宮市行政改革大綱」

を策定するものです。 
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第２ 大綱の基本的な考え方 

１ 位置付け 

この大綱は，「第５次総合計画」における将来の都市像の実現に向けた施策・事業を積

極的に展開するための基本となる，効果的・効率的な行政経営の更なる推進に向けて，

宇都宮市が取り組むべき改革の考え方・あり方を明らかにするものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 改革の基本目標 

宇都宮市を取り巻く現下の厳しい社会経済環境を克服するため，第４次行政改革では，

市民と行政がパートナーとして課題認識を共有し，まちづくりを共に進め（「共創」），ま

た，限りある経営資源で高度化・多様化する行政課題に的確に対応するための基礎とな

る改革を，「選択と集中」の考えのもとで，積極的かつ継続的に進めることを通して，将

来にわたり，持続的に発展できるまちを実現すること目指していきます。 

このことを，「改革の基本目標」として，以下の通り，設定します。 

 

 

 

 

 

 

 
第５次宇都宮市総合計画 

（将来の都市像とその実現のための具体的な施策・事業） 

 
第４次宇都宮市行政改革大綱 

（施策・事業を実現するための改革の考え方・あり方） 

（「総合計画」と「行政改革大綱」との関係） 

 

 

「共創」と「選択・集中」による 持続可能なまちづくりへの基礎の構築 

（改革の基本目標） 
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３ 改革の方向性 

前記の「これまでの行政改革の取組と成果」や「宇都宮市を取り巻く社会経済環境の

変化」，また「宇都宮市の行政経営の現状と課題」から導き出される課題を，市民と行政

のそれぞれが保有する資源や知識，ノウハウ等を最適な形で組み合わせ，効果的にまち

づくりを進めるための「適切な官民の役割分担」と，行政サービスは市税等の市民負担

により賄われており，その必要性や合理性，公平性を確保するための「受益と負担の適

正化」という２つの視点から整理し，「改革の基本目標」の達成に向けた３つの「改革の

方向性」として，以下の通り，設定します。 

 

（１）市民協働の推進による豊かな自治の確立 

地域の目指すまちづくりの効果的な実現のため，知識や技能を備え，活躍の場を広

げるまちづくりの多様な担い手と行政が相互に理解し，尊重し合い，信頼関係に基づ

き，それぞれの役割に応じた主体的な活動を行うことで，地域の実情を踏まえたまち

づくりが展開され，また，その活動をもとに，担い手の自治の熟度が更に増す｢豊かな

自治｣を確立します。 

 

（２）新たな時代への対応に向けた行政サービスのあり方の見直し 

厳しい社会経済環境を踏まえつつ，市民満足の向上のために実施される事業や事務，

また保有する施設について，必要性や効率性等の観点から，また受益と負担の関係か

ら，改めて原点に立ち返った検証を行うなど，新たな時代への対応に向けて，行政サ

ービスのあり方を見直します。 

 

（３）持続可能な行政経営の実現 

市民ニーズを的確にとらえた事業に迅速に取り組むため，効果的・効率的な組織の

確立や職員の資質向上・活用による組織力の向上，また既存資源の有効活用や歳入・

歳出の適正化による財政基盤の強化を図ることで，社会経済環境の変化へ柔軟に対応

できる，持続可能な行政経営を実現します。 
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４ 推進期間 

平成２２年度から２６年度までの５年間を第４次行政改革の推進期間に設定します。 

 

「共創」と「選択・集中」による 持続可能なまちづくりへの基礎の構築

市民協働の推進による豊かな自治の確立 

持続可能な行政経営の実現 

新たな時代への対応に向けた行政サービスのあり方の見直し 

（改革の基本目標） 

（改革の方向性） 
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第３ 改革の柱 

「市民協働の推進による豊かな自治の確立」，「新たな時代への対応に向けた行政サ

ービスのあり方の見直し」，「持続可能な行政経営の実現」の３つの「改革の方向性」

のもと，改革の実践に主眼をおいた４つの「改革の柱」を以下の通り設定し，具体的

な取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市民の力の発揮   

～ パートナーシップがうつのみや躍進の原動力！ ～ 

これまでに培ってきたまちづくりの仕組みを生かしながら，市民に開かれた行政経営

を徹底し，市民との対話を通じて相互理解と信頼関係をより深め，多様な担い手との協

働を進めることで，市民の意思を尊重した，地域の特性を生かした市民主体のまちづく

りを推進します。 

また，公共の領域 １０において，官から民への流れが活発になる中，公共サービスの提

供を新たなビジネスチャンスや社会貢献活動の一環としてとらえ，積極的に取り組む企

業等が増えています。このことを踏まえ，市民満足の向上に向けた，外部委託等の積極

的な推進を通して，市民と行政がパートナーとして連携しながら，民間活力の発揮と活

用を推進します。 

                                                  
１０生活する上で必須であるが，一個人では調達できないサービスの範囲 

 

（改革の柱） 

１ 市民の力の発揮  

～ パートナーシップがうつのみや躍進の原動力！ ～ 

２ 事業等の徹底した検証  

～ 時代を乗り切る原点からの事業等の点検・見直し ～ 

３ 効率的な執行体制の確立  

～ スリムで機能的な「活力ある市役所」の実現 ～ 

４ 健全な財政構造の確立 

～ 入るを「図りて」出ずるを制す ～ 
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（１）理解と信頼 

市政や協働を進める上での前提となる，市民の理解と信頼を深めるため，宇都宮市

が持つ行政情報を分かりやすい方法で市民に発信・公表するとともに，「おもてなし」

の心を持ち，市民の視点に立った丁寧な接遇やサービスの利便性向上に努めます。 

 

 

 

 

 

（２）地域におけるまちづくりの推進 

地域の個性や特色を生かした，地域にふさわしいまちづくりを進めるため，市民自

身が地域の課題や目指すべき将来像を共有し，課題解決やその実現に向けた取組を自

ら考え，実行することを支援します。 

また，対話を通じて明らかになった適切な役割分担のもとで，行政も地域の総意意

思に基づく施策・事業を積極的に展開します。 

 

 

 

 

 

（３）多様な担い手との協働 

まちづくりの多様な担い手が活躍の場を広げていることを踏まえ，地域にふさわし

いまちづくり活動が，市民協働により展開されるよう，その活動を積極的に支援・推

進します。 

また，行政としての責任の確保に十分留意しながら，指定管理者制度や民営化など，

市民の創意・工夫を重視した外部委託等を，協働の一形態としてとらえ，積極的に推

進するなど，民間の有する専門性や迅速性，ノウハウの導入と活用を進めます。 

 

 

 

 

【主な取組】 

○ 市の行政情報を積極的に提供します。 

○ 市民の視点に立った接遇やサービスの利便性向上に努めます。 

【主な取組】 

○ 市民協働のまちづくり活動を積極的に支援・推進します。 

○ 民間活力の導入・活用を積極的に推進します。 

【主な取組】 

○ 地域の総意意思形成を支援します。 

○ 地域の総意意思を踏まえた施策・事業を展開します。 
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２ 事業等の徹底した検証  

～ 時代を乗り切る原点からの事業等の点検・見直し ～ 

厳しい社会経済環境の中，限られた行政資源で高度化・多様化する行政課題へ的確に

対応するためには，必要性や効果等のより高い事業や施設に資源を優先的，重点的に配

分することが必要です。 

このようなことを踏まえ，「選択と集中」と「スクラップ・アンド・ビルド １１」の考

えのもと，当初の目的を達成した事業や設置意義の薄れた市民ニーズの変化した施設，

また更なる効率化の余地のある事務について，原点からの見直しを進めます。 

 

（１）事業の見直し 

既に一定の成果が得られた事業や費用に対して明確な効果が期待できない事業等に

ついて，行政評価制度 １２などの既存の仕組みを生かしながら，原点からの点検・見直

しを進め，市民生活の安定に向けた，選択と集中による事業の重点化を進めます。 

また，市の事業を補完・代替する役割を担う出資法人 １３等についても，事業内容を

市民ニーズに対応させ，設立目的を効果的・効率的に果たせるよう，その経営改革を

推進します。 

 

 

 

 

 

（２）施設の見直し 

民間主導で同種の施設整備が進むなど，んだことで市として設置意義の薄れた施設

や，社会経済環境の変化等により，市民ニーズが変化した施設について，適切な保有・

管理に向けた点検と見直しを進めます。 

 

 

                                                  
１１不要・不急の事業の見直しを進め，市民ニーズを的確にとらえた事業に資源を重点的・集中的に投入すること 
１２市が実施する政策や施策，事務事業について，「どのような成果があったのか」，「当初想定した目標が着実に達成できている」などの視点から

評価・検証を行うもの 
１３市組織の外部にあって，市がその設立に主体的に関わり，市の事業の代行や市との連携により市の事業に関連する事業を行う団体 
 

【主な取組】 

○ 事業の原点からの点検・見直しを進めます。 

○ 出資法人等の経営改革を推進します。 

【主な取組】 

○ 適切な保有・管理に向けた市有施設の点検・見直しを進めます。 
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（３）事務の見直し 

迅速で効率的な行政経営を実現することを目指し，事務の簡略化・効率化に向けて，

その見直しを進めます。 

 

 

 

 

３ 効率的な執行体制の確立  

～ スリムで機能的な「活力ある市役所」の実現 ～ 

「人・もの・金」など，限りある行政資源の中で，高度化・多様化する行政課題に的

確・迅速に対応できるよう，市民に必要なサービスを効果的に提供できる効率的な執行

体制を確立します。 

 

（１）職員数の適正化と効率的な組織の確立 

これまで以上に，質の高い市民サービスを迅速かつ効果的に提供できるよう，引き

続き，職員数の適正化に努めるとともに，効果的・効率的な組織の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

（２）職員の育成と人財活用 

高度化・多様化する行政課題に的確に対応するため，職員の能力を最大限に生かす

よう，職員一人ひとりが使命を自覚し，市民の立場になって考え，課題を発掘し，自

ら解決できる「自律行動型職員」の育成を引き続き推進します。 

また，職員を市民に必要なサービスを効果的に提供する上での重要な経営資源（財

産，いわゆる『人財』）としてとらえ，適材適所の配置による効果的な人財活用を進め

ます。 

 

 

 

【主な取組】 

○ 職員数の適正化を推進します。 

○ 効果的・効率的な組織の整備を推進します。 

【主な取組】 

○ 「自律行動型職員」の育成を推進します。 

○ 効果的な人財活用を推進します。 

【主な取組】 

○ 効率化に向けた事務の点検・見直しを進めます。 
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４ 健全な財政構造の確立 

～ 入るを「図りて」出ずるを制す １４ ～  

厳しい社会経済環境の中にあって，行財政運営を進めるに当たっては，「歳入に見合っ

た歳出を徹底する」ことを基本姿勢としながらも，市民に一番身近な基礎自治体として，

市民生活の安定を最優先に考えた施策・事業を途切れることなく実施できるよう，｢歳出

を削減すること｣に加え，「歳入を確保する」ことを重視した取組を積極的に展開するこ

とで，健全な財政構造を確立します。 

 

（１）歳入の確保 

自主財源の充実や市民の公平性・信頼性の確保の観点から，市税等の収納対策の一

層の強化に取り組むとともに，有形・無形の市有財産の積極的な活用等による新たな

財源の確保に努めるなど，歳入の確保を重視した取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出の抑制 

行財政運営の財源は市民の負担により賄われ，また，「人・もの・金」などの行政資

源には限りがあることを全職員が十分に認識し，「もったいない」の視点から，歳出の

抑制を進めます。 

 

 

 

 

                                                  
１４本来は，「入るを量りて出ずるを制す」（歳入に見合った歳出を徹底する）の表記ですが，厳しい社会経済環境の中，市民生活の安定に向けた

施策・事業を継続的に実施できるよう，「歳入の確保を目指す」という取組姿勢・意図を明確にするため，「入るを図りて出ずるを制す」と表記してい

ます。 

 

【主な取組】 

○ 市税等の収納対策を強化します。 

○ 市有財産の活用・処分による財源確保に努めます。 

○ 使用料・手数料の適正化を進めます。 

【主な取組】 

○ 行政コストの適正化を進めます。 

○ 補助金等の継続的な見直しを進めます。 
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第４ 推進方策 

１ 行政改革推進プランの策定 

この大綱に基づく行政改革の取組を着実に推進するため，具体的な取組を明らかにす

る「行政改革推進プラン」を策定します。 

なお，取組の成果や課題を的確に把握し，その後の着実な取組につなげていくため，

行政改革推進プランに掲げる取組ごとに，可能な限り，具体的な目標を設定します。 

 

２ 推進体制 

・ 推進期間中は，行政改革の考え方や実践について，全職員が共通認識を持ち，積極

的に取組を推進します。 

・ 全庁をあげた取組の推進を図るため，庁内の「行政経営検討委員会」が取組の進行

管理を行います。 

・ 取組の進捗状況や成果等を，可能な限り，「見える化」した上で，学識経験者や公募

市民等からなる「宇都宮市行政改革推進懇談会」へ報告するとともに，広報紙等を通

じて広く市民に「見せる化」（公表）し，その意見等を行政改革の推進に反映していき

ます。 
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（推進体制） 

市長 

行政経営検討委員会 

（構成） 

委員長：市長 

副委員長：副市長 

委員：各部局長 等 

 

（役割） 

取組の進行管理 

宇都宮市行政改革推進懇談会 

（構成） 

学識経験者，公募市民 等 

 

（役割） 

取組状況に対する意見 

市民 

取組状況の報告等

意見・提言 

参画 

傍聴 

意見 

取組状況の公表 

取組所管課，職員 

（役割） 

取組の推進 

取組状況の報告 取組の指示 


